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　前号では，所有権の形成によって海洋の経済的利用が促進されるというエッ

カートの説を中心に考察した。また，近年の海底油田の開発の成功例の一つで

ある北海油田の開発の前提条件である，北海の分割の法律的側面についても考

察した。

　本稿の目的は，次号以後に展開される北海油田をめぐるイギリスとノルウ

ェーにおける政府のリース政策，租税政策のインパクトに関する分析ッールの

一つを与えることである。イギリスとノノレウェー政府の政策について述べたも

のについては，Arnold（1978），　Swan（1979），　Noreng（1980），　Ausland（1979），

Dam（1976），　MacKay＆Mackay（1975），　Mason（1979），　Robinson＆Mor－

gan（1978）等がある。

　上記の研究成果を体系的に評価するためには，一貫した分析ツーノレが必要と

なる。鉱区のリースに際して，イギリスは自国系のメジャーに有利になるよう
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に裁量的な政策をとったし，BGC（British　Gas　Corporation）がガスの買手独

占体として行動したこと，またイギリス政府が開発の有利性を認めるに従って

政府参加（participation）を促進した等の意味を考えるについては，最終的に政

府が，換言すれば当該国の国民が，海底油田の開発から如何程の経済的地代

（ecomomic　rent）を得るのかということが問われねぱならない。

　勿論，国益や安全保障という考え方は，オイノレ・シ・ック時や戦争状態には，

自国系メジャーは国益を重視して，自国に優先的に原油を供給する可能性を否

定するものではない。しかし，通常の経済モデノレでは，計量的に国益や安全保

障という概念を明示的に取り入れることはむずかしいといわねばならない。

　政府が各種の政策を通じて，如何にして海底油田の開発から最大の経済的地

代を吸収し得るかということは，経済的地代の分配面を別にすれぱ，沿岸国に

帰属する海底という国有地のリース政策の効率性を分析するのに重要な視点と

なる。以下では，経済的地代（economic　rent）とリース政策に関する代表的著

　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
作であるMcDonald（1979）を中心に，効率性の観点から議論を整理する。

1．鉱物資源と経済的地代（economic　rent）

　a．経済的地代のとらえ方

　鉱物資源の開発から得られる利益を評価するには，開発に投入される土地を

単位にして利益を測定する方法と，土地をはじめとする生産要素投入から産出

される生産物を単位として利益を測定する方法の二つが考えられる。

　鉱物資源の開発は，与えられた価格と技術条件の下で，最優良鉱区から開発

が行なわれる。農業の場合では，肥沃度の高い土地の順に生産が逐次拡大され

てゆくが，土地，労働，資本のような生産要素の投入から，地代，賃金，資本

のレンタルが生産活動の結果として，生み出されることになる。鉱物資源の開

発にも，同様な生産要素が投入されるが，特に，土地の投入に重点を置いて分

析をする場合（他の条件を一定として）には，土地の投入を測定単位として，
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経済活動を把握することになる。

　上述したように，鉱物資源の開発は優良な鉱区から順次開発されることにな

るが，このことは，与えられた技術，投入資本の下で，単位当りの土地からの

生産性が高い順に開発が行なわれてゆくことを示している。つまり，1単位の

土地，例えば1エーカーの土地，を投入することによって得られる生産物の増

加分は，通常の限界生産力の考え方を用いれば，土地の限界生産性（物）によ

って評価されるものである。

　この限界生産性の考え方によれぱ，最優良の1エーカーの土地を鉱物資源開

発へ投入することから得られる限界生産性の大きさは，第2番目に優良な1

エーカーを投入することによって得られる追加的な限界生産性の大きさより大

きくなる。この考え方は，限界生産性の逓減に対応するものである。

　地球という枠内で考える限り，少なくとも土地は有限である。いわゆる処女

地を含めて考えてみても，土地の絶対量は増すとは考えられない。海を埋め立

てて土地を造成することは，海底をも含めた土地の代替的な利用と考えるべき

である。このような意味で，土地の供給は非弾力的であって，制約条件となる。

また，処女地というのは，その当時の技術・需要条件の下では，土地の生産性

が少なくとも負であったから土地の利用がなされなかったと考えるべきであろ

う。

　土地の限界生産性の逓減と非弾力的な土地供給を前提とすれば，第1図が描

ける。第1図の横軸は例えば，エーカーで測った土地の量を示す。垂直なSS

線は非弾力的な土地の供給に対応する。また，完全競争条件の下では，土地の

限界生産性に，土地から得られる鉱物資源の価格を乗じたものは，土地の価値

限界生産性であって，土地に対する需要関数となる。この関係はDI）線で示さ

れ，VMPは価値限界生産性を示している。　DD線が右下りであることは，限

界生産性が逓減していることと対応している。

　土地への需要線DDと供給線SSが交わるところで，土地の投入量Leが決

定されることになる。この交点Eで決定されるのは，土地の価格である，
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第1図（2）

エーカー当りの均衡レントである。OReが均衡レントとして示されているが，

この意味は次の如くである。土地の利用がOL、の時には，土地の価値限界生産

性はOR、で与えられるのに対して，均衡レントはOReであるためにR、－Re

だけ単位当りの地代を上回る生産利益が得られる。企業家は，他の条件を一定

とすれば，この差が正である限り土地の投入を増そうとするから，最終的な土

地の投入は，DDとSSの交点であるL，に落ち着くことになる。

　面積OR，ESは土地からの所得であって，土地の所有者が受け取るもので，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
McDonaldはこれを経済的地代（economic　rent）と名付けている。

　第1図では，土地が鉱物資源の開発に利用されると考えたが，完全競争的な

条件の下では，土地は鉱物資源の開発のみではなく，他の代替的な方面に利用

される。例えば，問題としている北海は，漁場として，海上交通の航路として

代替的に利用されている。それでは，ある一定の土地において代替的な利用可

能性のうち，どれが選択されることになるのであろうか。

　ある土地が，建設用地，農地，それに鉱物開発の三つの用途になる可能性が

あるとしよう。第2図で示されている三つの価値限界生産性線はそれぞれ添字
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第2図④

によって，71Zは鉱物開発，　aは農地，　Sは建設用地に対応しているとしよう。

第2図では，均衡レントのうち鉱物開発に対応するレントRmが最大になって

いる。競争的な状態では，土地の所有者は，土地の利用から得られるレントを

最大にしようとするから，この場合には，当該土地においては鉱物開発が優先

され，土地所有者はORmQmLeのレントを得ることになる。

　第2図で示したのは，当該土地の利用がどこに決定されるかは，どの用途が

最大の価値限界生産性を持つかによって決定されるということであった。完全

競争条件の下では，与えられた技術・経済条件の下で，それぞれの土地は，

それぞれの用途に経済レントを最大にするように自動的に配分されるのであ
（5）

る。

　第1図，第2図における与件の変化について考えてみよう。技術革新があれ

ば，土地の単位当りの限界生産性が高まることになって，VMP線が右上ヘシ

フトする。また，生産物の価格が上昇すれば，同様の効果が発生してレントは

高まることになる。第2図では，各産業部門の技術進歩率や価格上昇率の差に

よって，3本のγ1μP線のシフトの幅が変化するので，土地の利用状況が変化
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することになると考えられる。

　経済レントを捕捉する第2の方法は，生産物を測定単位として，いわゆる経

済レントを剰余と考えて収益から費用を差し引いたものとして経済レントを捕

える方法である。これは，企業の生産関数から導かれるものであるが，短期分

析の場合と，すべての投入物が変化する長期を考察する長期分析の場合の区別

に注意しなけれぽならない。
　　　　　　　　　　（6）
　第3図に示されるのは，短期の場合である。図のMCは限界費用曲線，・4　TC

は平均費用曲線，そしてAVCは平均変動費用曲線であって，横軸には生産数

量，縦軸に費用と価格が測られている。企業の理論によれば，完全競争状態で

は，価格がρに与えられれば，MCがPと等しくなるE点で生産が行なわれ

Qだけ生産されることになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　MC
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第3図

　ここで総収入はOPEQであり，総費用はOBCQである。両者の差BPECが

経済レントである。短期の場合には，総収入と変動費用0・4DQの差である

AfiEDが準地代（quasi　rent）と呼ばれ，　ABCI）は固定資本の機会費用と考え

られる。資本設備が変動する長期には，このquasi　rerltは消滅する。

　長期には，企業の生産量は長期の費用曲線に従って決定される。第4図は，
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第4図（7）

横軸に生産量（一日当りの生産トン数），縦軸に費用と価格を測っている。LAC

は長期平均費用曲線，LMCは長期限界費用曲線を示している。初期の価格水

準をP。とし，その時に企業の設備は最適生産水準にあったとする。その点は

LMCとLACの交点Qaeで示されるが，この時点ではこの設備を操業する企

業の総収入は総費用に等しくなって経済レントはゼロになっている。

　ここで，財に対する需要が増大して価格がP。からP、に上昇すればどうなる

であろうか。このプラントからは利潤が発生して，この設備の稼動を増した

り，新たに企業がこの鉱区に参入しようとする。これらの動きは，生産物単位

当りの経済Vントを上昇させることになって長期平均費用は上方ヘシフトして

LAC＋Rになる。図では，この結果として生産物がQG，へと増加し，経済レ

ントはABCDだけ生じることを示している。

　この価格の上昇は，従来まではコスト面で開発対象にされなかった鉱区での

開発を可能にして，その新しいプラントではLMCがL4Cに等しくなる点ま
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で生産が行なわれる。旧プラントでの生産増加と新プラントでの生産増加が起

って，全体としての生産は増加することになる。

　鉱物資源の個渇について考えてみよう。価格水準が一定に保たれている場

合，資源が個渇するにつれて生産コストは上昇することになる。第4図でみれ

ば，個渇によって旧プラントの図において，長期の平均費用曲線，限界費用曲

線が左上方にシフトすると考えられる。生産点はシフトしたLACとLMCの

両曲線が交叉する点で決定されるが，それに従って経済レントの大きさは，

ABCDより小さくなってゆく。

　この洞渇ということを，同一技術水準の下で，また同一の需要条件の下で

（価格が一定ということ）考えてみると，生産費用が時間と共に上昇していっ

て，生産物の単位当りの経済レント（価格一コスト）が次第に減少してゆくこ

ととも見ることができる。しかし，技術の進歩を考えれば，費用が低下し，需

要の増加に伴なって低価格の代替財が急速に出現しなければ，価格が上昇する

ことになって，経済レントは必ずしも低下するものではないことに注意しなけ

れぱならない。

　b．契約形態と経済レント

　以下で考察されるのは，鉱物の生産に際してなされる契約形態の違いが，完

全競争と非外部性の下で，経済レントにどのような影響を与えるかということ

である。

　契約の三つの形態とは，（i）alease　bonus方式，（ii）adelay　renta1方

式，（iii）royalty方式である。

　リース・ボーナス方式とは，契約者に土地の賃貸を許可した時点に，一時金

（ボーナス）が所有者に一括払いされる方式である。

　後払い方式（adelay　rental）は，リースが消滅するか，生産が開始されるか

のいずれか早い方までの間に，土地所有者に定期的に支払いがなされる方式で

ある。
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　ロイヤノレティー方式は，生産の開始以後に，生産物の一定割合，あるいはそ

れに相当する金額，が土地所有者に支払われる方式である。

　リース・ボーナス方式とロイヤルティー方式の大きな違いは，鉱物資源の洞

渇が起る場合のabandonment　timeに差が生じるということである。第5図

を用いてこれを示してみよう。

　第5図において，縦軸に価格，横軸に時間を測ると，資源の酒渇が生じるに

従って生産者の長期平均費用曲線はCCのように右上りとなる。初期の生産物

の価格がP。で与えられれば，CCとP。Aの間の距離は，生産物単位当りの経

済レントを示している。時点Tnは，経済レントがゼロになる時点であって，

ここで生産が中止されることになる。

P
y）

7

時間（年）

第5図（8）

　リース・ボーナスの大きさは，将来の各時点の単位当り経済レントに各期の

生産量を乗じた経済レントの将来の流れを，ゼロ時点における現在価値に引き
　　　　　　　　　　　　　　　（9）
直したものの大きさになるであろう。それ故に，生産の時点配分が決まれば，

リース・ボーナスの大きさはP。・4Cに比例するものである。

　リース・ボーナスに加えて，単位当りCEのロイヤルティーが支払われれぱ，
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平均費用曲線はCCにロイヤルティーを加えたE（C＋Ry）になって，生産の

中止時点はTnよりは早いTn’になる。この場合には，0時点のリース・ボー

ナスはP。EBに比例する。この結果，経済レントの総額はP。BDCとなって，

ABDだけ経済レ・ントは減少することになる。また，生産巾［ヒの時点が早めら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工0）
れるために，当該鉱区からの総生産量は減少することになる。

　しかし，もしT。’時点のところで，ロイヤノレティーが引き下げられてTn時

点でゼロになるようになれば，経済レントも総生産量もロイヤノレティーの賦課
　　　　　　　　　　　（11）
以前と変わるところはない。

　c．不確実性と経済レント

　これまでの論議は，完全情報を前提とした完全競争状態に企業があると仮定

してきた。以下で取り扱われるのは，結果についての確率分布が未知である不
　　　　　　（12）
確実性の下での，リース・ボーナス，ロイヤルティーの賦課が経済レントに与

える効果についてである。

　完全情報の世界では，土地所有者と採掘業者の双方は，共に利用可能な鉱物

の埋蔵量，採掘コスト，生産物の販売予価，生み出される経済レント等につい

て，正しい知識を持っている。それ故に，完全競争状態にあれぱ，互いの交渉

を通じて，最終的にリース・ボーナスの額は，将来の経済レントの現在価値に

等しくなる。

　不確実性が作用する下では，土地所有者と採掘業者の双方は，不確実性を回

避するように行動する。ロイヤルティー契約によって，一ヒ地所有者は経済レン

トを過小評価しないですみ，リース契約者が経済レントを過大評価することか

ら保護されるものである。

　不確実性が存在する場合には，投資家である採掘業者は保守的になり高い割

引率を採用するから，土地所有者は，結局のところ不確実性がない場合の経済

レントより小さい経済レントをリース・ボーナスとして受け取るにすぎない。

このような関係を明示するために，第5図に不確実性を導入した第6図を考察
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してみよう。

　第6図のCC曲線は不確実性がゼロのケースの費用曲線である。この場合に

は，面di　P。EFに比例する経済レントの現在価値が得られることになる。ロイ

ヤルティーを算定する基礎となる費用関数は不確実性の上昇と共にC”C”曲線

で示されることになる。ロイヤルティーは，生産が開始されてから支払うもの

であるから，不確実性に対する一種のヘッジと考えられる。それ故，ロイヤル

ティーを賦課しなければ，不確実性を考慮して，それだけ一層高くコストを見

積るとか，より高い割引率を使用するために，C’C’の曲線で示されるようにコ

スFは非常に高くなることになる。

　以上の関係が，第6図では，不確実性があるがロイヤルティーを賦課するコ

スト曲線C”＋Ryが，　C／C’の下方に位置することによって示されることにな

る。これらの諸関係を経済レントの大きさから見れば以下のようになる。

　不確実性がゼUのケースでは，経済レントの現在価値は，面積Fρ。Eに比例

P

　

C”

　

　

0

第6図（13）

一
ユユー

T，　　T

　時間
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する。不確実ではあるが，ロイヤノレティーを賦課したケースでは，面積ノBDG

がロイヤノレティーの部分で，面積P。BDGに比例する経済レントの現在価値が

得られる。但し，この場合には，不確実性がゼロのケースでは，開発がT、時点

で放棄されるのに，T、時点まで放棄の時点が短縮されることになる。

　最後に，不確実性があって，しかもnイヤノレティーが賦課されないケースで

は，放棄の時点はさらに短縮されてT、になってしまう。そして，経済レント

の現在価値も面wa　HP。・4にしか比例しない小さいものになる。

　資金調達という点から見れば，不確実性のある場合には，資本市場において

資金調達が困難になって，リース・ボーナスの支払いがむずかしい。そのため

に，開発されて実現される経済レントは小さくなる。これに対して，ロイヤル

ティー支払による開発契約方式では，生産が開始されてロイヤルティーの支払

いがなされるので，開発に際して資金調達が比較的容易になって，リース・ボー

ナス方式よりも，経済レントは大きくなるのである。

　不確実注が存在する場合には，経済レントを大きくするには第6図のC℃’を

下方にシフトさせる（割引率を小さくする）か，放棄の時点は早期になるが，

Uイヤルティー方式をとるという方法が考えられる。

　d．独占と経済レント

　完全競争条件が満される場合には，価格は企業にとって与件であった。価格

をP．生産要素投入量をX，生産量をq，生産要素価格をω，固定費をFとす

れぱ，利澗πは（1．1）式のようになる。

π＝f）q－zvx－F （1．1）

　ここでq＝f（x）を生産関数として（1．1）式に代入して，xで微分してゼロと

おけば，利潤の極大条件となる。

　　　　　　　　　　　　毒一がω一zv－0　　　　　（1．2）
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　（1．2）式よりPf’（x）＝wが得られるが，この式の左辺は価格に限界生産性

（力）を掛けた価値限界生産性を示し，生産要素への需要曲線となる。左辺は

生産要素の価格であり，要素が完全弾力的ならば水平の供給線，完全非弾力的

ならば垂直の供給線になる。第1図は，後者のケースであって，均衡経済レン

トReが得られた。

　さて，独占的な生産者は生産物の価格を支配する力を持つので，もはや価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
は所与ではなくなる。そこで，価格Pは次のように与えられる。

利潤trは，次式で示される。

P＝h（の，　〃＜0

　　　　　　　　　　π＝h［f（x）コ∫（x）一ωズーF

（1．4）式をxについて微分してゼロとおくと（1．5）式が得られる。

　　　　　　　　嘉一∫（x）窃・裏一＋畷一ω一・

（1．5）式を書き直して，（1．6）式が得られる。

（・％・P）嘉一・・一・

［h（の十qht（q）］∫ノ（X）＝W

（1．3）

（1．4）

（1．5）

（1．6）

　ここで，（1．6）式の左辺のヵッコの中は，総収入＝qP＝qh（q）をqで微分し

て得られる限界収入（MR）である。この限界収入に限界生産性アノ（κ）を掛けた

ものは限界収入生産性（marginal　revenue　products＝MRP）とよばれる。それ

故に，生産要素市場が完全競争的ならば，MRP＝要素価格となるところで，

独占的な生産者の要素の投入量が決定されることになる。

　生産要素が完全非弾力的なケースでは，第7図で示されるような点で均衡経

済レントが決定される。ここでVMPは完全競争的な場合の価値限界生産性で

ある。
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　　第7図（15）

　（1．6）式の左辺は，また，ηを需要の価格弾力性とすればP（1－1／η）f’（x）と

書けるから，A41RPはVMPより小さくなる。この関係から，ng　7図ではVMP

の下方VZ　MRPが描かれている。従って，　Reは完全競争的な生産者の経済レン

ト，Rneは独占的な生産者の経済レントとなる。つまり，独占的な生産者の場

合には，経済レントはAのみとなって，完全競争的な生産者の場合の経済レン

トA＋Bより小さくなる。このことは，前者の場合には，高いコストとか投資

に対する高い収益として，経済レントを吸収してしまうから後者に比較して経

済レントは小さくなると考えられる。それ故，独占的な生産者の場合には土地

が，社会的にみて最も生産的に目的に使用されなかった結果として，経済レン

トの低下という社会的な損失が発生していると見られるのである。

2．　鉱物の効率的な生産

鉱物のような非再生の資源であろうと，生物資源のような再生資源であろう

と，鉱物の生産を考える場合には，異時点間の生産の配分が重要である。異時
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点間の配分については，割引率を使用して現在と将来を比較すること｝こなる。

また，生産から得られる純収益の現在価値を最大fヒすることは，資源を効率的

に生産するという観点から重要である。以下では，このような観点から異時点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
間の効率的な生産の配分の条件について検討する。

　a．鉱物生産の時間配分

　鉱物資源から鉱物を生産して企業化するには，探査，探鉱，発見後の資源を

商業的に開発するという生産までのアップストリームと，未加工の原油とか鉱

石を輸送すること，精製して販売するというダウンストリームという二つのプ

ロセスが必要である。しかも，これらのプロセスは，長期間を要すると共に，

設備に大規模な投資を必要とするものである。

　企業家は，投資を行なうにあたり，その資源から得られる費用と収益を予測

し，割引率で現在にひきもどして得られる現在価値を最大化するように生産の

時間配分を決定するのである。

　与えられた技術条件の下で，経済的にみて，特定の鉱床からの採掘が引き合

わなくなるという意味で，究極的には資源は個渇する。この条件の下で，企業

家は，初期に一定額の投資∫。を行ない，各期に発生する収益Riと費用C‘を予

測して，適当な割引率γで割り引いて（2．1）式で与えられる純利益の現在価値

を最大化しようとするのである。

V。＝－L。十（R、－C、）／（1＋γ）＋（Rs－Cs）／（1十r）s十

　　……十（R％－C月）／（1十γ）” （2．1）

　（2．1）式で一∫。を埋没原価（s皿kcost）と考えて，企業家が最大にしたいの

は（2．2）式で与えられるV。’であるとする。

V。ノ＝（R。－C。）十（R、－C、）／（1十x）十

　　……十（Rn－Cn）／（1十γ）蕗 （2．2）

一 15一
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　（2．2）式からV。’を最大化するような条件を求めるのに，以下のような単純

な2時点間（第0時点と第1時点）のケースについて考察することにする。単

一の生産者が，一定の量の資源から生産物Qを生産するという条件の下で，

第0時点と第1時点の純利益の現在価値πは（2．3）式のように示される。

　　　　　　　　　　　x＝Ro－C。十（R、－C、）ノ「（1十γ）　　　　　　　　　　　（2．3）

　各時点の価格をP。とP、，生産量をq。とq、として，生産費用関数をC。＝

C。（q。），C、＝C、（q、）で与える。また，資源の有限性（経済的な意味で）の下で

の総生産物Qはq。とq、の和に等しいものとする。

　この時に企業家は，πを（2．4）式で示されるように最大化しようとする。

　　　　　　Max　π＝P。q。－C。（q。）十（カ、q、－C、（q、））、t（1十r）

　　　　　　　Subject　to　q。十q、：Q　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．4）

　ここで（2．5）式のようなラグランジュ関数φを導入して，最大条件を求める

と（2．6）式が得られる。

φ＝ク。（7。－C。（q。）十（ク、q、－C、（q、））／（1十γ）

　　十λ（Q－q。－q、） （2．5）

　　　　　　　　　∂φ／∂（10＝i）o一ルfCo一λ＝0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．6）
　　　　　　　　　∂φ／∂q，＝（Pi一ルIC、）／（1十γ）一λ＝0

　（2．6）式のMC。とMC、は，第0期，第1期における限界費用をそれぞれ示

している。ここで，価格と限界費用の差を限界純利益（marginal　net　revenue＝

MNR）と書けば，（2．6）式より（2．7）式のような均衡条件が得られる。

　　　　　　　　　　　　ルfNle。＝MNR，／（1十r）　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．7）

　（2．7）式を，彗き直せば，（2．8）式が得られる。
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MR。－MC。一ルZLZVR、／（1十γ）＝0 （2．9）

　ここで，完全競争条件の下ではMR。＝P。である。（2．9）式の意味は以下の

如くである。最適な生産量の期間配分は，0時点の限界収入が0時点の限界費

用（操業費）と限界使用者費用（marginal　user　cost）の和に等しくなるように

決定される。ここで限界使用者費用とは，0時点の産出量をもう1単位増すご

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
とによって将来犠牲にされる限界純収入である。

　（2．7）式を図解してみよう。第8図の（a）はルfNRについて説明している。

総収入がPqであるから，限界収入はPとなる。また総費用はC（のであるか

ら，限界費用曲線は右上りの直線になる。（a）図の生産量qのところでは，P直

線とMC直線の差ABがMA71R　e＝なる。図よりわかるように，生産量が増加

すれぱ，MNRがゼロになる生産量q＊が得られる。

　最適な生産の期間配分は（b）図のQ点で示されている。その理由は次の如

くである。もし，1、1、のような状態になれぱ，1｝tlrNR。＞MA「R、／（1＋r）であるか

ら，将来よりも現在の生産を増すのが有利である。つまり，1、からA点へとq。

P，MC

0

（a）

・

　　　　　　　（b）

第8図
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を増加するのである。逆に1、1、では，M2VR。＜MNR、／（1＋x）であるから，現

在よりも将来の生産を増す方が有利である。それ故，q、を増加して1，からA

点へと接近する。結局のところ，Q点で，　q。とq、に生産が配分される。

　次に将来価格の上昇，将来コストの低下の効果を考えてみよう。両者共に，

（a）図よりわかるように価格線がシフトアップ，MC線がシフトダウンするの

で，ABの幅が拡大する。それ故，（b）図ではMLZVR、／（1＋x）がシフトァップ

することになって，q。の低下，　q、の増加となる。但し，割引率が上昇すればこ

の効果は打ち消されることになる。

　将来の限界費用の低下については，技術革新が起るにせよ，生産能力の増加

に負うことが多い。このような場合の，生産能力と限界費用の関係は第9図に

示されている。MC。は生産能力がC。に対応し，　MC、は生産能力がC、に対応

している。

　最後に述べておかねばならないのは，私的な最適性と社会的な最適性につい

てである。外部性が内部化され，割引率をも含んだ価格が市場メカニズムで決

定される限り，上述した私的な異時点間の生産量の配分条件は，社会的にみ

130
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ても最適なものとなる。社会的にみて効率的な異時点間の生産と個渇性資源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
（depletable　resources）の効率的な使用は，保存（conservation）として合理性を

有するものである。

　b．石油とガス生産の特徴

　石油とガスの生産に関しては，他の非流動性の鉱物資源に比べて，次の三つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
の特色を持っている。三つの特色とは，以下の如くである。

　①最終的な回収量は，採掘のスピード，例えば，油井の数や油井当りの生

　　産量，に逆比例する。

　②　同一の油層に対して，2以上の採掘業者が存在する場合には，生産のス

　　ピードの速い方が，区画（property　line）を越えて，他人に帰属すると考え

　　られる石油を取り込んでしまうことになる。

　③　石油の生産に伴なってガスが生産されるが，石油を効率的に生産するに

　　は，ガスを最後まで保存しておかねばならない。

　①，②，③より考えられるように，石油の汲上げ（生産）のスピ・・ドが速す

ぎると，汲み尽されず地下に回収されずに残る石油が多くなる。逆に，生産の

ペースが遅すぎると生産のコストに対応して収益があがらないことになる。

　経済的に考えてみると，生産は単に最終的な回収可能量を最大にするように

決定されるのではない。つまり，物的な浪費を物理的・技術的に最小限にする

というものではない。最終的な回収量とは，採掘業者が期待するような収益率

を満すように決定されねばならない。McDonald（1979）は，経済的な意味を

も考慮して，技術的かつ経済的な原則にのっとって，各油層（reservoir）にと

っては，油層が個渇してゆく各時点において採掘業者（operator）が考慮すべ

き，1日当りのガス・石油の最大維持産出量（the　maximum　sustainable　daily

oil　or　gas　withdrawal　rate）があるとして，これを最大出油率MER（maximum

eMcient　rate）と定義している。以下，　McDonaldに従ってMERの概念｝こつ
　　　　　　　（21）
いて述べてみよう。
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第10図（22）

　MERの決定は第10図に示されている。横軸には生産量（rate　of　withdrawa1）

が測られ，縦軸には究極の回収量（ultimate　recovery）が測られている。図の

曲線・4、，…，A，はある油層に対する油井の数が与えられた場合の生産量と究

極の回収量の関係を示している。A、は最大の油井の数に対応して，・4、，…，・4、

になるにつれて油井の数は減少するように描かれている。究極の回収量をσ

で与えれば，油井の数を増すほど生産量は増加してゆくが，ある生産を越える

と油井の数が増すにつれて究極の回収量が減少することになる。

　曲線群の黒丸を連ねる破線は，採掘業者が丁度受け入れるような収益率を生

み出す生産量と究極の回収量の組合わせを示している。この破線は，左から右

へ上昇し，R点を越えると低下するように書かれている。この理由は，収益率

を一定とすれば，最初は井戸の数を増せば生産量が増加して限界コストが増加

する。しかし，そのコストの増加は，究極的な回収量の増加という正の効果に

よって相殺されて十分に余りあるものである。しかし，R点を越えて生産が増
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加すれば，逆の効果が働いて，生産量の増加に伴なって究極的な回収量が低下

してゆくことになる。従って，生産量Rに対応する究極的な回収量σがMER

と考えられるものである。

3．各種のリース政策とそのインパクト

　国有地のリース政策を，いろいろな観点から評価出来るが，以下では，政府

が出来る限り経済レントを吸収することが，社会的に見て望ましいという観点

を中心にして，各種のリース政策のインパクトを比較検討してみよう。

　a．競争的か非競争的か（competitive　vs．　noncompetitive）

　一般的に，資源配分の効率化という点よりみると，競争的な政策が望ましい。

非競争的な方法，例えば裁量的なリースの方法では，運営に伴なう管理コスト

がかかる。これに対して競争的な方法によれば，出来る限り市場のメカニズム

によって財の価格が決定されることになって，管理コストの低下と共に，経済
　　　　　　　　　　　（23）
レントの吸収が容易になる。

　b．口頭入札か密封入札か（the　oral　auction　vs．　sealed　bids）

　口頭入札の場合には，参加者が他の参加者のオークション価格に反応して行

動する。不確実性の下では，オークシ・ン価格は小さくなる。というのは，

オークシ・ン価格は，各人の期待純奴益の現在価値に等しくつけられるので，

不確実性の下では，収益を過小に評価したり，割引率を大きくとるので，期待

純収益の現在価値は小さくなるからである。

　逆に確実性が高い場合には，参加者が情報を得ているので，割引率は小さく

なって，期待純収益の価値は大ぎくなり，オークシ・ン価格も高くなる。

　密封入札の場合には，入札者は特定の鉱区にしか参加出来ないため，資本に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
限りのある者は入札が少なくなるので，競争が低下する。密封入札では，他人
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の鉱区に対する評価が不確定であるので，最大評価額にて入札しようとする。

この点からすれば，不確実性の下では，密封入札の方が，相手の反応を見なが

ら価格をつける口頭入札の場合よりも高値がつくと考えられる。出来るだけ高

い価格によって，経済レントを吸収することが望ましいとすれぱ，密封入札の

　　　　　　　（25）
方がすぐれている。

　C．　リース速度の変化の効果

　以下で考察するのは，これまでのところ手のつけられていない国有地（例え

ば大陸棚）がどれ位のスピードでリースされるべきかという問題である。

　加速度的なリース（accelerated　leasing）とは，経済vントを早期に吸収

（capture）するリースの事である。リースのスピードを早めても，リースされた

区画の探鉱や開発が早く行なわれるとは限らない。また，割引率の大きさが，

経済レントの吸収に大きく影響することになる。

　以上の諸点を例をあげて考えてみよう。レントの支払いはボーナス方式によ

るものとするが，第1年目に開発された鉱区からは，その開発の年度末に1億

ドル，第2年目に開発された別の区画からも年度末t：　1億ドルをそれぞれボー

ナスとして得るとしよう。しかも，この開発計画は，鉱区が順次リースされ

る“slow”1easing　caseであろうと，第1年目にすべて鉱区がリースされる

“fast”1easing　caseであろうと変化はないとする。最初に，政府と業界の両

方共が割引率を10％にするとしよう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：100万ドル）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　slow　　　　　　　　　　　　fast
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　第1表では，1年ごとに1鉱区ずつリースする“slow”1easing　caseと1

年の最初に2区画をリースしてしまう“fast”leasing　case｝こついてリース

者（1essor）が受け取るボーナスの大きさを比較している。

　左側の“slow”1easing　caseでは，以下の如くである。第1年目にリース

された鉱区からは1億ドノレの経済レントが得られて，10％の割引率でそれを現

在価値に直せば1／（1＋0．1）で0．909億ドルになる。第2年目にリースされた

鉱区から同様に1億ドノレの経済レントが得られるが，1億ドルを現在に直して

1／（1＋0．1）2で0．826億ドノレになる。それ故｝こ，リース者が受け取るボーナス

は，0．909億ドノレと0．826億ドノレを加えた1．735億ドノレとなる。

　右側の“fast”1easing　caseでは，第1年目に2鉱区がリースされるが，

そのボーナスの額は，二つの鉱区から得られる経済レント1億ドノレをそれぞれ

現在価値｝こ直した0．909億ドノレと0．826億ドノレの和1．735億ドルとなる。

　従って，この場合には，リースのスピードによって現在価値の差はみられな

いo

　第2表は，2年目の割引率を10％から8％に政府が変更した場合の現在価値

を示している。左側の“slow”1easing　caseの第2年目に開発された鉱区か

ら得られたレントの1億ドルは，第1年目の割引率は10％，第2年目の割引率

は8％となって，現在価値は1．0／（1＋0．1）（1＋0．08）となって0．842億ドルと

なる。従って，現在価値総額は0．909に0．842を加えた1．751億ドルになる。

これに対して，“fast”leasing　caseでは，リース・ボーナスの支払が第1年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：100万ドル）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　slow　　　　　　　　　　　fast

第1年目　第2年目　第1年目　第2年目

割引前の経済レント（年度末）

各年初に払う経済レント

第1年目年初の経済レント

第1年目年初の現在価値総額

　100

　　90．9

　　90．9

　　　175．1

第2表
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100

90．9

84．2

100　　　　100

173．　5　　　－

173．5

　　173．5
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目になされるので，その割引率は10％となって，1．735億ドルとなる。

　それ故に，政府が不確実性ということをあまり問題にしなければ，民間より

も低い割引率を政府は採用することになって，もし加速的リースを行なえば

（“fast”leasing　case）受け取るボーナスが少なくなって，社会的損失を生み出

すのである。

　加速的なリースによって，探鉱とか開発が影響を受けないとした前述のケー

スは，むしろ非現実的であって，探鉱と開発が促進されるかもしれない。もし，

2鉱区が第1年目にリースされて，早期に開発がなされ第1年目に経済レント

が各1億ドノレずつ発生したケースを考えれば，2億’（1＋0．1）で現在価値は1．818

億ドルのボーナス支払いとなって，割引率8％の“slow”leasing　caseより

も望ましいことになる。

　しかし，加速的なリースでは，次の諸点において経済レントを低下させる諸

力が作用する。

　¢　生産が加速されることになって，短期の限界費用は長期の限界費用より

　　上回ることになり，経済レントは減少する。

　②　生産が加速的に増加して，需要が短期的に非弾力的であれば，価格は低

　　下傾向になって，経済レントは減少する。

　さ　資本市場の不完全性を考えれば，小企業は外部資金に依存せざるを得

　　ず，長期的にみれば資本調達の困難より，小企業はリースのスピードに追

　　いつけなくなって，リースの競争は低下して，ボーナスは低下するように

　　なる。

　’／1　リースの増加の結果として，すべての鉱区において事前探鉱を遂行でき

　　ず、企業の不確実性が増大することになる。

　1，　リースの契約期間の短縮によって，探鉱が不十分になって，不確実性が

　　増大して，期待される経済レントが減少することになる。

　加速的リースは，生産を増加させて価格を低下させると上述したが，価格に

下限が存在するような場合について考察してみよう。
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P

バ
ー
レ
ル
当
り
の
価
格

産出量（バーレル／年）

Q

第11図（26）

　第11図は，アメリカの石油に対する需給の状態を示している。DDは国内の

需要曲線，SSは国内の石油供給曲線である。ρiは，アメリカの輸入価格であ

って，OPECによって決定される価格であるため，アメリカにとっては価格の

下限（floor）とみなされる。価格がP，の下では，　ACだけの，つまりQ∂Qeだ

けの超過需要が発生してその分だけが輸入されることになる。

　加速的なリースが行なわれると生産が増加して供給が増すが，このことは

供給曲線の右下へのシフトS’Sノで示される。その結果として，石油の生産は

AB（Q，Q，’）だけ減少して，　BC（Qd’Qe）が愉入されることになる。しかも，こ

の場合には，石油の価格lik　Piに維持されたままである。

　同様に第11図を使って，ガス市場の分析を行なうこともできる。カiがガスの

統制価格とすると，Q，QeはLNGのような形をとったガスの輸入とかによって

埋め合わされることになる。同様に，加速的なリースによって，生産が増加し

てSSはS／S’の供給曲線までシフトして，統制価格を変更せずに超過需要を｜．1三
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　　　　　　　　（27）
縮できることになる。

　石油とガスの生産について加速的リースが行なわれて，石油とガスの生産が

増加して超過需要が減少すれぱ，代替的なエネルギー源である石炭に対する需

要は減少するかもしれない。その場合に，石炭に対する支持価格がなければ，

石炭価格は低下する。さらに，石炭に対して加速的リースが行なわれれば，石

炭価格は一層下落することになろう。

　d．大陸棚の石油とガスのリースについて

　大陸棚の石油とガスの生産からは，油層が州の境界にまたがるという法律上
　　　　　　　　（28）　　　　　　　　　　　（29）

の問題と同時に，環境問題ということが考慮されねばならない。また，アメリ

カの場合には，前述したように石油・ガス価格は加速的リースによっても低下

するものではなく，この面での開発への障害はみられない。

　1973年以後，アメリカの内務省は大陸棚のリースを加速化した。この措置は，

自給率を高めて輸入を削減しようとする目的を持っている。しかし，自給を早

期に回復しようとしてあまり急速にリースを加速することは，以下に述べる点

において国有地からの経済レントの現在価値を最大化することが望ましいとい

う議論と矛盾することになる。

　漸次リースを加速することによって，産業界に生産能力を増加させる時聞

的，金銭的な余裕を与えることができる。さらに，事前の探査も行なえるよう

になるので，小企業であっても自己資金で応札ができる。

　しかし，あまりに急速なリースの増加は，一時的にリース可能な鉱区が供給

されるものの，鉱区が急速に洞渇して長期にわたって生産計画を伸ばそうとす

る動機を石油産業に喪失させることになる。技術の進歩が予想される場合に

は，限界費用は低下して経済レントが増大して，リース・ボーナスは増加する

と考えられる。それ故に，リースの速度があまりに遅い場合には，経済レント

の受取りを現在から将来へと移転させることになって，経済レントの吸収が少

なくなるという恐れがある。
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4．　競争的な入札制度

　リースを行なうにあたって採用される入札の制度には，大別して競争的な入

札と裁量的な入札がある。入札および経済レントの吸収の制度面でのコストと

いう観点から見て，競争的な入札制度の方が効率的に望ましいということを前

述した。以下では，経済レントを最大限に吸収しようということが入札制度の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
目的であるという観点から，各種の競争的な入札方式について検討する。

　a．ボーナス入札（bonus　bidding）

　探鉱や予備調査を通じて，企業が経済的に見合うと考える埋蔵量が発見され

た場合に，さらに探鉱を行なうために，鉱区のリース時に一時金を一括払いす

るのを，ボ・一一ナス入札という。競争的なボーナス入札制度では，ボーナスの額

が最大である者が利権を獲得する。入札が競争的であれぱある程，入札金額

は経済レントの現在価値に近づくことになる。また，鉱区からの見込みが大き

く，探鉱のコストが安いならば，ボーナスは大きくなる。さらに，ロイヤルテ

ィーの支払やその他の開発，生産に関連して将来に支払うことになる税率が大

きくなる程，経済Vントは小さくなるので，ボーナスは小さくなると考えられ

る。

　ロイヤルティーの支払いがゼロならば，ボーナスの額はリスクと不確実性に

大きく影響される。一度ボーナスが支払われれば，探鉱，開発，生産，放棄の決

定の如何1こかかわらず，ボーナスは埋没原価（sunk　cost）となってしまうので，

生産以後のコスト計算にはボーナスは反映されないので，ボーナス方式は経済

レントを最大限まで理想的に吸収できるのである。

　しかし，生産開始前の一括払い（front－end　payment）であるために，問題が

生じる。資本市場が不完全であって，不確実性が存在する場合には，内部留保

の少ない小企業は，外部からの借入金を調達するのがむずかしくなり，入札ヘ
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の参加がむずかしくなって，競争が阻害されることになる。競争が低下すると，

入札価格は低下して，経済レントを最大限まで吸収するのがむずかしくなる。

　b．ロイヤルティー入札（royalty　biddin9）

　ロイヤルティー入札は，ボーナスがゼロに近い場合には生産が開始された後

に，生産量の一定割合や一定額を支払うという方式であって，最高のロイヤノレ

ティーをつけた者に鉱区がリースされる方式である。

　ボーナス入札の場合には，ボーナスを支払って鉱区のリースを受けても，経

済的に見合う生産量が期待できねぽ，生産は行なわれず，企業はボーナスと探

鉱の支出の両方を失なうことになる。しかし，ロイヤルティー入札では，探鉱

の支出のみが損失となるにすぎない。

　また，front－end　paymentがなく，不確実性が小さいPイヤノレティー入札

は，参入が容易で，競争的な入札になって，経済レン｝のより大なる割合を吸

収できるという利点も持っている。

　しかし，欠点としては，ロイヤルティーが高くなると，金銭純収支（net　cash

flow）の期待現在価値が低くなって，資源の存在が発見されたとしても，開発

されないままになるか，あるいは資源の個渇の初期の時点で早期に放棄されて

しまうことになって，経済レントが小さくなるという社会的なロスが生じるこ

とになる。

　第5図で，CCは長期の平均費用曲線であった。ボーナス入札で吸収される

経済レントは面積P。ACに比例し，生産の中止時点はT，zである。　EEはBD

だけロイヤルティーを支払う場合の平均費用曲線であった。この場合には，

Tn’で生産が中止されることになり，面積力。BDCがロイヤノレティーを含めた

経済vントになってしまう。もしロイヤノレティーがCP。であれば，生産はなさ

れないことになる。

140
一 28一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海洋資源の経済学一その3－（山田）

　C．固定ロイヤルティー付きのボーナス入札

　　　　　　　　　　　　　　（bonus　bidding　with　substantial　fixed　royalty）

　ボーナス入札はロイヤルティー入札に対して，開発と生産の面ですぐれてい

る。一方，不確実性の存在と，資本調達の面でロイヤルティー入札に劣ってい

る。

　当然，この両者の利点を取り入れた方式が考えられる。例えば，現行のボー

ナス入札に12．5％とか16．66％の率でロイヤルティーを付加するという方式で

ある。ロイヤルティーの部分は，不確実性に対するヘッジとみなされて，第6

図のCC線を引き下げて，生産の中止時点を遅らせることになる。他方，ボー

ナス部分は，第5図で示される面ff　P。BEを出来るだけ大きくして，生産申止

には無関係に，経済レントの吸収を最大限にしようとするものである。

　ボーナス部分とロイヤルティー部分を合わせて，経済レントの吸収を最大限

にしようとするところにこの方式の特色がみられる。

　d．利益分与入札（profit－share　bidding）

　ボーナスは無視でぎるくらい小さいと仮定して以下の議論を進めよう。この

方式は，リース者（1easor）と被リース者（1easee）との間で利潤を分配するも

のであるが，利潤の算定については，以下の三つの方式がある。

　①　taxable　income方式

利潤＝gross　revenue－（operating　cost十allowances）

　上式で計算された利潤が，所得税の支払い，リース者への分け前，そして税

引後の生産者の利益へと配分されることになる。

　②　　fixed－capital　recovery　plan

禾lj潤＝［（gross　revenue－Operating　costs）

　　　一α（total　capital　investment）コ
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　上式の第1項は経常利潤であるし，第2項は資本の収益と考えられ，αは．

通常，ゼロより大きく1より小さい。

　③　annuity　capita1－recovery　system

利潤＝（operating　Pro丘ts－annual　annuity）

　上式のannuityとは，資本の収益であって，これが分配の際の利潤の算定

基礎となる。

　これらのいずれを考えても，ボーナス入札のようなfront－end　paylnentは

なく，実現される利潤に対してシェアーが決まるから不確実性が小さいという

面がある。特に後者は，現在価値の評価の算定の割引率を引ぎ下げることにな

って，経済Vントを獲得するのに役立つことになる。

　逆に，欠点としては，利潤の一部が明示的に吸収されることになり，その割

合が大きくなると開発を疎害する要因になる。また，利益を分与することによ

って生産者の純受取利潤が低下することによって，期待利潤が低下して，早期

に生産停止の状態に企業を追い込むことになる。

　全体として，利益分与入札は，front－end　paymentがなく，不確実性の減

少という点よりみてボーナス入札より望ましい。また，ロイヤノレティーt方式を

とれば早期に生産が停止されることになるが，支払いが確実に利潤から分与さ

れるという点からすれば，ロイヤルティー方式よりも生産期間は延長される。

また，Reece（1979）によれば，ある仮定の下では，利益分与入札方式が，ロイ

ヤルティー入札やボーナス入札によるよりも，政府の収入が大きくなると指摘

している。但し，この利潤分与方式には，運営上，生産者の財務状態が周知で

なければならず，償却の基準が統一されていて明確化されていなければならな

いという問題点がある。
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　e．固定利益分与付きボーナス入札

　　　　　　　　　　　（bonus　bidding　with　a　substantial　fixed・・profit　share）

　この方式は，利潤の一定割合を分与するものであって，しかも最高のボーナ

ス入札をした者にリースが付与されるものである。この方式では，不確実性を

低めて，しかも開発と生産を伸ばすという利点はあるものの，行政面の実行可

能性については，ロイヤルティー方式に比較して劣るものである。

　f，探鉱貢献式入札（work－commitment　bidding）

　ボーナスやロイヤノレティーが一定の条件に設定されている場合に，探鉱活動

に対して最大の支出を行なった者にリースが供与される方式である。この目的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3ユ）
は，国有地の探鉱を促進することを意図するものである。

　ボーナス入札では，探鉱の限界費用が探鉱によって得られる情報の限界便益

に等しくなるまで探鉱が行なわれるのに対して，この方式では，限界費用が限

界便益を上回って，探鉱に支出されて，社会的にみて資源の浪費がなされる。

また，これを防ぐには，過剰な探鉱がなされないように監視しなければならな

いという行政面での困難もある。このような欠点からみて，この方式はボーナ

ス入札方式にとって替るものとは認めがたい。

　g．ボーナス入札方式の変形

　①　合同入札（joint　bidding）

　2者以上のリース希望者が合同で入札する方式で，アメリカの大陸棚鉱区の

入札の85％を占めている。合同での入札のために不確実性は減少し，入札者の

資本投下を分散できるという利点を持っている。調査によれば，この方式は

ボーナス入札の欠点である競争の減少を回避するものである。

②　逐次入札（sequential　bidding）

応札数の多い順に密封入札が開封されて，リースが決定される。受け入れら
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れなかった者（loser）は，他の鉱区に応札できるという入札方法がとられる。

この方式によれば，入札数が増加して，競争が促進されることになる。

　欠点としては，決定過程に時間がかかり，複雑である。

　〉　鉱区規模の縮小

　リースの鉱区の面積を小さくすると，ボーナス払いその他の資金面での制約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
が少なくなり，参入が容易となって入札の競争が激化することになる。しかし，

鉱区が小さくなると，経済的に見合う1乍業単位を形成するのが困難になる。

　unitizationは鉱区が複数個の油層にまたがって存在するために起るのであ

るが、もしunitizationの利益を無視するならば，競争的な生産から生じる

損失は大きいものとなる。それ故，鉱区の縮小の利益は，共同生産（unitized

operation）の利益を下回ることになる。

　‘」、　Halboutyプラン

　ハルブティーの提案になるこの方式は，ボーナス入札によるが，ボーナスの

支払いは事後になされるものである。さらに，その全額を探鉱と開発のために

支出することを要求され，これらの支出が少なければ，差額を政府に対して支

払うことが要求される。もし，全額が支出されている場合には，ロイヤノレテ

ィーの支払いが課されるのみである。この方式の特色は，ボーナスから探鉱と

開発費が控除されることから，探鉱と開発を促進するものであって，政府収入

の増加も得られるというものである。

　現行のリース・ボーナス方式とハノレブティー・プランを以下の例で比較して

みよう。

　探鉱・開発費支出が2500万ドル，経常収入が3500万ドルと予想される開発計

画を想定しよう。リース希望者は，1000万ドルに達するまでリース・ボーナス

方式で入札するのであろう。

　以上のリース・ボーナス方式と対比して，ハノレブティー・プランによると以
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下の如くになる。リース・ボーナスに対して，2500万ドルの探鉱・開発費が賦

課されることになるから，競争的な入札者は，リース・ボーナスとして3500万

ドノレまで応札することになる。この場合，3500万ドルのボーナスから2500万ド

ルの探鉱・開発費を控除した1000万ドルが最終のボーナス支払いとなる。それ

故に，リース・ボーナス方式とハルプティー・プランは，最終的な純ボーナス

の受取りが同額になって，何ら異なるところはない。但し，入札が非常に競争

的であれば，リース・ボーナス方式では，入札時のボーナス額が1000万ドノレを

超えることは予想されよう。

　以上の説明においては，探鉱・開発費支出がハルブティー・プランによって

影響を受けないと仮定されていた。しかし，入札に成功した業者が，3500万ド

ノレの探鉱・開発費支出をすれば，予想収入の現在価値が3700万ドノレに達すると

考えたとせよ。リース・ボーナス方式では，ボーナス支払い1000万ドノレ，探鉱・

開発費支出3500万ドルの合計4500万ドルに対して，予想収入は3700万ドルであ

るから，もし，3500万ドルまで探鉱・開発費を支出しても，800万ドルの損失

が生じるだけになる。

　これに対してハノレブティー・プランでは，応札ボーナス額は3500万ドルであ

って，3500万ドノレの探鉱・開発支出をすれぱ，結局のところ純ボーナス支払額

はゼロとなるから，2500万ドノレから1000万ドノレ余分に支出を増したところで，

実質的に何らコストを増加させるものとはなり得ない。それ故，生産者は，

1000万ドルの支出を余分にすることによって，200万ドノレの純収入増を見込め

ることになる。それ故，リース・ボーナス方式では生産増のための行動が起ら

ないのに，ハノレプティー・プランでは支出増，生産増が起ることになる。

　この後者の支出増は，最終的に入札時において，収益増の予想から入札額が

増加して，例えば，4000万ドルになって，そのための支出が4000万ドルになっ

て経常収入4000万ドルと丁度一致するところまで続くことになろう。しかし，

このことは，リース・ボーナス方式によって生じた1000万ドノレの経済レントが，

生産を拡大することによって，500万ドルの石油を余分に得るのに1500万ドノレ
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の探鉱・開発費支出増を行なったことと対応している。つまり，純社会的なコ

スト1000万ドノレに経済レントが吸収されてしまったことを示している。ハルプ

ティー・プランは，探鉱・開発を促進するものであるが，社会的な観点よりす

ると，経済レントを最大にするものではありえない。

　⑤　辞退選択権付き『のボーナス割賦払い

　　　　　　　　　　（installment　bonus　paylnent　with　forgiveness　option）

　リース・ボーナスの全額を最初に支払うのではなく，割賦で払う方式である

が，もし見込みがなくてリース契約期間中にリースを放棄した場合には，残余

の未払部分が免除されるのが，この方式の特色である。直接的な効果として

は，出来るだけ早期に探鉱を終えて商業生産の可能性を判断しようとすること

から，探鉱が促進される。その結果，返還される鉱区がふえてボーナスの支払

いは少なくなるかもしれない。

　間接的な効果としては，生産が促進される結果として，経済レントの受取り

が大きくなる。さらに，探鉱の促進とボーナスの割賦払いによって，生産の不

確実性が減少して，割引率が小さくなる。この低い割引率によって，実際に支

払われるボーナスが大きくなると考えられる。しかし，現在のところでは，い

ずれの効果が勝っているかは明確に立証されていない。

　，じ　working－interest入木L

　この入札方式は，大ぎな油層に対して，明確に鉱区の設定がなされていない

領域のリースに対して適用されるものである。例えば，第3表に示されている

ものは，入札者の，エーカー当りの入札額の高い順に並べて，希望入札面積，

総ボーナス支払額を示したものである。入札の対象となる総面積が1万工一

ヵ一とすれぱ，第4入札者の＊印の付いた3000エーカーのうちの2500エーヵ一

までリP・一スされることになる。

　与えられた鉱区は，差別されていないものであるから，事前の探鉱計画，発
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入札者

　1

　2

　3

　4

　5

　6

　7

海洋資源の経済学一その3－（山田）

エーカー当りのボーナス　　入札工一カー数

100

90

80

80

70

60

50

　　　　　4，000

　　　　　1，000

　　　　　2，000

　　　　　　500

　　　　　3，000＊

　　　　　1，000

　　　　　2，　000

第3表

総ボーナス

　400，000

　90，000

　160，000

　40，000

　210，000＊

　60，　000

　100，000

見後の開発と生産計画，費用の分担と収益の配分についての協同計画がなされ

ねばならない。この意味では，協同作業に伴なう不確実性が存在することにな

る。逆に，利点としてあげられるものは，小企業が広くリスクを分散するため

に，費用と収益を配分して投資できるので，入札金額が大きくて大企業しか参

加できないボーナス入札の不利益を除外できる。この方式が最もうまく作用す

るのは，いわゆるunitized　oil　and　gas　reservoirsからの生産であって，

共同の利益を追求することによって，最大の経済レントを生み出すことになる

のである。

　ご　複数鉱区入札（lntertract　bidding）

　同一の入札者が，多数の鉱区へ同時に応札することを認めるものであるが，

多くの利権を獲得するためには，出来るだけ多くの鉱区に，しかも最高の入札

値で応札しなけれぱならない。それ故に，入札値は鉱区の最大の評価価値に近

づくと考えられる。

　他者の入札の状況とリ・一“一ス応札値の範囲がわかっているという完全情報の下

では，大きなレントが確保されることになる。しかし，一般には，不完全情報

下であるので，大企業の入札者は，多くの鉱区に高値で入札して，小企業の入

木L者よりも，有利な立場に立つであろう。
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h．変形固定ロイヤルティー

　①　sliding－scaleロイヤノレティー

　この方式は，ロイヤノレティーの率が油井当りの生産量に比例するように定め

られたものである。例えば，日産100バーレル以上｝こついては30％，1GOバーv

ル未満は25％等である。

　産油量によってロイヤノレティーの率を小さい油井に対して有利に変えること

によって，小さい油田の開発を阻害することなく，早期の油田の放棄を予防す

るものである。

　②　先細りロイヤノレティー（taypered　royalty）

　最初に決められたロイヤルティーが，毎年一定率で低下するものである。こ

れは，生産されるに従って，一つの油層からの生産能力が低下することが背後

に考慮されている。例えば，ロイヤルティーが第1年目0、3，第2年目0．3×

0．95，第3年目0．3×（0．95）2，……と低下することと対応している。

　この方式の問題点としては，開発を先に伸ばして，低いロイヤルティーの支

払いを享受しようとすることである。また，各油田の基礎となる生産力（basic

productivity）の差には無関係｝こ，同一のレート，上例では0．95を採用すること

も，画一的な処理と考えられる。

　i．固定利益分与（fixed－profit　share）の変形

　上述した利益分与方式をsliding－scaleによるか，先細りによって運営する

ものである。ロイヤルティーのようなfixed－shareによるのではなく，fixed－

profit　shareによるから，生産性の差，資源の澗渇に伴なう生産の低下を認

めるものであるから，生産者の負担は緩やかなものである。主な困難は，前述

の如く，生産者の財務状況をモニターするということである。

148
一 36一



海洋資源の経済学一その3－（山田）

　j．契約探査（contract　exploration）

　ボーナス入札の難点は，不確実性が存在するということであった。政府が，

民間の据削業者に探鉱油井を掘る契約をさせるか，商業ベースに乗る油層かど

うかを決定することによって，不確実性を減少させることができる。これが能

率よく，確実になされれぱ，不確実性が減少し，入札競争が促進され，さらに

割引率が低下して，より大きなレントを吸収できることになる。

　しかし，政府がビジネスに乗り出すには問題があるし，政府の行なう探鉱に

融資することによって，経済レントが損われることもありうるし，探鉱によっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）
てすべての油層が評価しえるものでもないという反対論もある。

　：註

（1）McDonald（1979）の評価については，　Tyner（1980）による書評を参照せよ。

（2）　McDonald　（1979），　Figure　3－1（p．28）．

（31レントという語句は一般灼に貸借料と考えられているので，それと区別するために

　経済的地代（economic　rent）と名付けたとマクドナルドは述べている（p．25）。そ

　して，経済的地代とは，剰余（surplus）であると述べていて，次の例を出している。

　ある労働者が1時間当り3ドルで働くことにしていたところ，4ドルを労働の対価と

　して受け取ったならば，その差1ドノレは経済的地代である。

　　また，上記の例は労働の供給が完全に弾力的であれば，すべての労働者が3ドルで

　労働を供給することになって，差の1ドルは消滅すると述べているc上記の1ドルは，

　元鋤、的に供給が非弾力的であることから生じたもので，これを準地代（quasi　rents）

　と名付：ナている（p．25）。

　　さらに，彼は純経済的地代（pure　economic　rent）の概念を導入している。これ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なま　は，長；lnにおいて，完全競争と外部性のない下で，生の土地に対して土地の所有者に

　発宅する所得と定義されている（p．26）cこの例として，土地の改良によって生じる

　収益は，緯経済的地代からは除外されることをあげている．

　　Heilbroner（1972）は，真の地代と準地代（または経済的地代）を区別している

　が，準1地代は非弾力的な生産要素投入から生じるものとしている（pp．85－87）。

　　さらに，Crommelin（1977）は，経済学者の意味するところでは，　rentは自然の

　無債の贈物（free　gifts　of　nature）であって，存在するために支払いを要求される

　ものではないとしている（p．274）。

　　本稿では，これらの用語上の混乱を防ぐために，以下ではeconomic　rentの訳語
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　としては経済的地代という訳語でなく，「経済レント」という用語を用いて，surplus

　（特定の生産要素を投入することによって得られる収入から要素費用を差し引いたも

　の）の意味のeconomic　rentを示すことにする。

（4）　1bid．，　Figure　3－2　（p．29）．

（5）この結論は，外部性のある場合とか，政府の介入がある場合には成立しないことも

　ある。また，土地が民間の保有にあるか，国有地かによっても異なる。大陸棚のよう

　な国有地が考察の対象になる場合には，国が各種の政策によって，企莱の正味の価値

　限界生産性の線をシフトさせることになると考えられる。

（6）第3図はFerguson，　C．　E・＆Gould・J・P・（1975）のFigure　13・4・2によるt

（7）　McDonald（1979），　Figure　3－4（p．33）．

（8）　Ibid．，　Figure　3－7　（p．37）．

（9）後述する如く，競争的な入札制度においては，各人の入札額は，完全競争状態にあ

　れば，最大限，予想純収益の現在価値に等しくなると考えられる，

aei但し，注意しなければならないことは，ロイヤルティーの賦課と価洛の上昇が同時

　に起るようであれば，E（C＋Ry）はさらに上方ヘシフトして純経済レントが減少する

　とは必ずしも言えなくなる。

U　以上のように，一般的にはロイヤノレティー方式では，早期の生産中止が起ると考え

　られる。これは，社会的にみれば資源の浪費となる・これを防ぐには・後述されるよ

　うに生産ぽが増加するにつれて，ロイヤノレティーが減少して，単位当り生産費用の増

　加の程度が押えられる，先細りロイヤルティーがある。

llZ不確実性が存在するというのは，結果の確率分布が未知の場合であるが．リスクが

　存在する場合には，結果の生起する確率分布が既知であるという区別に注意しなけれ

　ばならない。

（13’）McDonald（1979），　Figure　3－8（P・40）・

〔14　以下の議論は，Ferguson＆Gould（1975）・P・403による。

｛15）McDonald（1979），　Figure　3－9（P・42）より作成。

（16）異時点間の生産の配分について論じられているものは多い。詳しい蓑論について

　は，peterson，　F．　M．＆Fisher，　A．　C．（1977），　Solow，　R　M．（1974），　Gri缶n，　J．　M．

　＆Steele，　H．　B．（1980），Herfindahl，　O．　C．＆Kneese，　A・V・（1974）の第4章，　Pearce，

　D．W．＆Rose，　J．（1975），　Lecomber，　R．（1979），　Howe，　C・W・（1979）を参照せ

　よ。

〔IT　使用者費用の概念については，　Gri伍n＆Steele（1980），　pp．　73－・77，　Scott，　Anthony

　T．（1967），p．34を参照せよ。また，過去に要素投入によって生産がなされれば，そ

　れだけ現在の生産費用が上昇する（例えば，鉱石の品位の低下による採掘ニストの上

　昇とか，原油の過去の生産による現在の生産コストの増加が考えられる），このよう
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　な費用関数を考えると，生産量の決定は価格＝今期の限界費用＋過去の生産増による

　現在コスト上昇分＋user　costとなって，より今期の生産は減少することになる。詳

　しい議論は，Anders　et　al．（ユ980），　chapter　2を参照せよ。

（18）McDonald（1979），　Figure　4－1（P．52）．

｛19）保存については，McDonald（1971），　PP．70－74を参照せよ。

⑳　これについての詳しい議論は，McDonald（ユ971），　pp．15－24を参照せよ。

⑳　McDonald（］979），　pp．129－30，　McDonald（1971），　pp．18－21においても議論さ

　れているが，後者は主として物理的・技術的な観点からである。

助　McDonald（1979），　Figure　7－1（p．ユ29）．

閻　この考え方は，Dam（1976）をはじめとするアメリカの学者に共通する考え方であ

　る。

閻　資本市場が完全であれば，内部留保の小さい会社も，外部から資金調達ができるの

　で，必ずしも競争が低下するとは考えられない。また共同入札（joint　biddin9）によ

　っても，同様の効果があると考えられる。詳しくは，Dam（1976），　chapter　15，16

　を参照せよ。

25｝応札に対する情報の重要性については，Klein（1976）を見よ。特にjoint　bidding

　では，各企業の持っている情報をプールして，正確な応札が可能になる。

06｝　McDonald（1979），　Figure　5－1（p．86）．

⑳　国際価格の方が国内の統制価格より高い場合には，誰かがその差を負担しなけれぱ

　ならない。これらの生産者余剰，消費者余剰による分析については，GriMn＆Steele

　（1980），chapter　4を見よ。

四　大きな油田が二つ以上の鉱区にまたがるというunitizationの問題は，ノルウェー

　とイギリスの境界に存在した。また，鉱区が小さいと，unitizationの可能性は大き

　くなる。

091海洋油田の開発と環境問題にっいては，Mitchel1，　E．　J．（1976），　Kash　et　al．（1973）

　の中の諸論文を参照せよ。

蜘　以下になされるのと同様の議論ぱ，Logue　et　aL（］975），　Peterson＆Fisher

　（1977），Mead（1977），　Dam（1975）にも取り扱われている，

（31｝数値例を挙げて詳しくwork－comittment　biddingの利点を議論しているものに

　ついては，Erickson（1977）がある。

閲　この方式は，実際に北海油田で，イギリス政府のリース政策で採用されたものであ

　る。

（33）　例えば，メナード（1981），p．23。
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